
１．平成16年９月中間期の業績（平成16年４月１日～平成16年９月30日） 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  19円85銭 

※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績

等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

なお、上記予想に関する事項は添付資料の連９ページを参照して下さい。 

平成17年３月期 個別中間財務諸表の概要 平成16年11月16日

上場会社名 日華化学株式会社 上場取引所 名証第２部 

コード番号 4463 本社所在都道府県 福井県 

(URL http://www.nicca.co.jp)

代  表  者 役職名  代表取締役社長 氏名 江守康昌 

問合せ先責任者 役職名  取締役経営企画室長 氏名 上野嘉蔵 ＴＥＬ  （0776）24－0213 （代表） 

決算取締役会開催日 平成16年11月15日 中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 平成16年12月13日 単元株制度採用の有無 有（１単元 1000株） 

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

16年９月中間期 10,613 3.0 331 10.8 341 14.9 

15年９月中間期 10,299 2.3 299 6.8 297 65.6 

16年３月期 20,037  621  805  

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

 百万円 ％ 円 銭 

16年９月中間期 74 37.9 4 20 

15年９月中間期 53 59.4 3 04 

16年３月期 252  13 20 

（注）①期中平均株式数 16年９月中間期 17,629,918株 15年９月中間期 17,633,796株 16年３月期 17,632,754株

②会計処理の方法の変更   有 

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。 

(2）配当状況   

 
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 

 円 銭 円 銭 

16年９月中間期 3 00 ―  

15年９月中間期 3 00 ―  

16年３月期 ― 10 00  

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

16年９月中間期 25,593 9,594 37.5 544 21 

15年９月中間期 25,944 9,448 36.4 535 85 

16年３月期 25,921 9,656 37.3 546 57 

（注）①期末発行済株式数 16年９月中間期 17,629,508株 15年９月中間期 17,632,815株 16年３月期 17,630,915株

②期末自己株式数 16年９月中間期 80,492株 15年９月中間期 77,185株 16年３月期 79,085株

２．平成17年３月期の業績予想（平成16年４月１日～平成17年３月31日）  

 売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 

期末  

  百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭 

通 期 20,600  900  350  7 0 10 0 

- 個 1 -



６．個別中間財務諸表等 
(1) 中間貸借対照表 

    
前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

対前中間
期比 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

増減 
（千円） 

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                 

Ⅰ 流動資産                 

１．現金及び預金    802,539    692,611      1,121,558   

２．受取手形    1,400,893    1,300,445      1,199,145   

３．売掛金    3,986,210    4,442,236      4,020,607   

４．たな卸資産    2,422,121    2,436,377      2,489,778   

５．繰延税金資産    389,066    202,679      207,159   

６．その他    598,909    633,686      618,551   

貸倒引当金    -1,400    -17,000      -1,300   

流動資産合計    9,598,342 37.0  9,691,037 37.9 92,695  9,655,499 37.3 

Ⅱ 固定資産                 

１．有形固定資産 
※１ 
※２ 

              

(1）建物   3,647,399    3,471,548      3,564,717    

(2）機械及び装置   1,426,868    1,195,484      1,292,145    

(3）土地   3,862,502    3,769,712      3,862,502    

(4）その他   551,660 9,488,430 36.6 465,841 8,902,586 34.8 -585,844 490,370 9,209,735 35.5 

２．無形固定資産    152,995 0.6  138,239 0.5 -14,756  140,738 0.5 

３．投資その他の 
資産 

                

(1）投資有価証券   556,688    693,270      667,042    

(2）関係会社株式   3,775,199    3,858,996      3,844,827    

(3）繰延税金資産   941,671    1,036,881      1,053,733    

(4）その他   1,623,696    1,364,718      1,526,752    

貸倒引当金   -192,440 6,704,814 25.8 -92,566 6,861,299 26.8 156,484 -176,609 6,915,746 26.7 

固定資産合計    16,346,241 63.0  15,902,124 62.1 -444,116  16,266,221 62.7 

資産合計    25,944,583 100.0  25,593,162 100.0 -351,421  25,921,721 100.0 
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前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

対前中間
期比 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

増減 
（千円） 

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                 

Ⅰ 流動負債                 

１．支払手形    1,359,727    1,368,160      1,259,070   

２．買掛金    1,316,710    1,415,695      1,460,252   

３．短期借入金    3,850,625    3,405,250      3,034,140   

４．１年以内返済予
定の長期借入金 

   1,465,800    1,545,800      1,600,800   

５．未払金    473,993    505,019      468,570   

６．未払法人税等    12,278    68,363      20,929   

７．賞与引当金    415,000    420,000      405,000   

８．その他 ※５  347,804    283,196      323,121   

流動負債合計    9,241,939 35.6  9,011,484 35.2 -230,454  8,571,883 33.1 

Ⅱ 固定負債                 

１．長期借入金 ※２  4,676,800    4,131,000      4,896,400   

２．退職給付引当金    2,100,942    2,163,968      2,127,890   

３．その他    476,316    692,558      669,386   

固定負債合計    7,254,058 28.0  6,987,527 27.3 -266,530  7,693,677 29.6 

負債合計    16,495,997 63.6  15,999,011 62.5 -496,985  16,265,561 62.7 

                  

（資本の部）                 

Ⅰ 資本金    2,898,545 11.2  2,898,545 11.3 －  2,898,545 11.2 

Ⅱ 資本剰余金                 

１．資本準備金   3,039,735    3,039,735      3,039,735    

２．その他資本 
剰余金 

  －    157      －    

資本剰余金合計    3,039,735 11.7  3,039,892 11.9 157  3,039,735 11.7 

Ⅲ 利益剰余金                 

１．利益準備金   727,136    727,136      727,136    

２．任意積立金   2,379,004    2,374,994      2,379,004    

３．中間（当期）未
処分利益 

  355,774    436,476      501,467    

利益剰余金合計    3,461,915 13.3  3,538,607 13.8 76,692  3,607,608 13.9 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

   77,184 0.3  147,439 0.6 70,255  139,809 0.6 

Ⅴ 自己株式    -28,793 -0.1  -30,334 -0.1 -1,540  -29,538 -0.1 

資本合計    9,448,585 36.4  9,594,150 37.5 145,564  9,656,159 37.3 

負債資本合計    25,944,583 100.0  25,593,162 100.0 -351,421  25,921,721 100.0 
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(2) 中間損益計算書 

    
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

対前中間
期比 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

増減 
（千円） 

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    10,299,725 100.0  10,613,543 100.0 313,817  20,037,811 100.0 

Ⅱ 売上原価    6,737,888 65.4  6,927,808 65.3 189,920  13,099,865 65.4 

売上総利益    3,561,837 34.6  3,685,734 34.7 123,897  6,937,945 34.6 

Ⅲ 販売費及び一般 
管理費 

   3,262,136 31.7  3,353,781 31.6 91,645  6,316,318 31.5 

営業利益    299,700 2.9  331,952 3.1 32,252  621,626 3.1 

Ⅳ 営業外収益 ※１  103,819 1.0  87,423 0.8 -16,396  394,502 2.0 

Ⅴ 営業外費用 ※２  106,323 1.0  77,902 0.7 -28,420  210,473 1.1 

経常利益    297,197 2.9  341,474 3.2 44,276  805,655 4.0 

Ⅵ 特別利益 ※４  43,000 0.4  3,400 0.0 -39,599  43,000 0.2 

Ⅶ 特別損失 ※５  202,643 2.0  156,064 1.4 -46,579  423,133 2.1 

税引前中間（当
期）純利益 

   137,553 1.3  188,810 1.8 51,256  425,522 2.1 

法人税、住民税
及び事業税 

  12,414    98,641      74,449   

法人税等調整額   71,463 83,877 0.8 16,152 114,794 1.1 30,916 98,804 173,254 0.8 

中間（当期）純
利益 

   53,675 0.5  74,015 0.7 20,339  252,267 1.3 

前期繰越利益    302,099    362,461      302,099  

中間配当額    －    －      52,898  

自己株式処分 
差損 

   －    －      0  

中間（当期）未
処分利益 

   355,774    436,476      501,467   
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．資産の評価基準

及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

(1)有価証券 

満期保有目的債券 

  償却原価法 同左 同左 

  子会社株式及び関連会社

株式 

子会社株式及び関連会社

株式 

子会社株式及び関連会社

株式 

  移動平均法による原価

法 

同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

時価のあるもの 

同左 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2)たな卸資産 

  製品、原材料、仕掛品 

総平均法による原価法 

同左 同左 

  貯蔵品 

最終仕入原価法 

    

２．固定資産の減価

償却の方法 

(1）有形固定資産 

 建物（建物附属設備を

除く。）は定額法、建物

以外については定率法に

より償却しております。 

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物（建物附属設備を

除く。） ６～50年 

建物以外 ２～50年 

(1）有形固定資産 

 建物（建物附属設備を

除く。）は定額法、建物

以外については定率法に

より償却しております。 

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物（建物附属設備を

除く。） ７～50年 

建物以外 ２～50年 

(1)有形固定資産 

 建物（建物附属設備を除

く。）は定額法、建物以外

については定率法により償

却しております。 

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物（建物附属設備を

除く。） ６～50年 

建物以外 ２～50年 

  (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェア

については、社内における

利用可能期間（５年）に基

づく定額法、それ以外の無

形固定資産については、定

額法により償却しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 定額法により償却してお

ります。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

３．引当金の計上基

準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備える

ため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等については個別に

回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員賞与の支払に備え

るため、支給見込額基準に

より計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び適格

退職年金制度に係る年金資

産残高の見込額に基づき、

当中間会計期間末において

発生していると認められる

額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定率法に

より、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理してお

ります。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法によ

り、発生年度から費用処理

しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び適格

退職年金制度に係る年金資

産残高の見込額に基づき、

計上しております。 

 数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定率法に

より、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理してお

ります。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法によ

り、発生年度から費用処理

しております。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

  ────── (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、当社内規に

基づく当中間会計期間末要

支給額を計上しておりま

す。  

（追加情報） 

 当社の役員退職慰労金

は、従来、支出時の費用と

して処理しておりました

が、前事業年度の下期か

ら、内規に基づく期末要支

給額を計上する方法に変更

しております。 

 なお、前中間会計期間は

従来の方法によっておりま

す。従って、前中間連結会

計年度は、変更後の方法に

よった場合と比較して営業

利益及び経常利益は、

6,180千円、税引前中間純

利益176,250千円、中間純

利益は104,992千円それぞ

れ多く計上されておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に

備えるため、当社内規に基

づく期末要支給額を計上し

ております。 

 なお、当社の役員退職慰

労金は、従来、支出時の費

用として処理しておりまし

たが、当事業年度から内規

に基づく期末要支給額を計

上する方法に変更しており

ます。この変更は、内規の

見直しを機に、役員退職慰

労金の引当計上が最近の会

計慣行として定着しつつあ

ることを鑑み、将来の一時

的費用負担の増大を避け役

員の在任期間にわたり適正

な費用配分を行うとともに

財務の健全化を図るために

行ったものであります。 

 この変更に伴い、当期発

生額12,360千円は、販管費

及び一般管理費に計上し、

過年度相当額は特別損失に

計上しております。 

 この結果、従来の方法に

比べ、営業利益及び経常利

益は12,360千円、税引前当

期純利益は182,430千円、

当期純利益は108,673千円

それぞれ少なく計上されて

おります。 

 なお、当該内規の見直し

は下期において行われたた

め、当中間会計期間は従来

の方法によっております。

従って、当中間会計期間

は、変更後の方法によった

場合と比較して営業利益及

び経常利益は6,180千円、

税引前中間純利益は

176,250千円、中間純利益

は104,992千円それぞれ多

く計上されております。  

４．外貨建ての資産

及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建て金銭債権債務

は、中間決算期末日の直物

等為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

同左 外貨建て金銭債権債務

は、期末日の直物等為替相

場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理し

ております。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

５．リース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方

法 

 借入金利等の将来の金利

市場における利率上昇によ

る変動リスクをヘッジする

ことを目的にデリバティブ

取引を行っており、全てに

ついて金利スワップの特例

処理を適用しております。 

同左 同左 

７．その他財務諸表

作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理

は、税抜方式によってお

ります。 

消費税等の会計処理 

同左 

(1)消費税等の会計処理 

同左 

  税効果会計 

 中間会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整

額は、当期において予定

している利益処分による

固定資産圧縮積立金の取

崩しを前提として、当中

間会計期間に係る金額を

計算しております。 

税効果会計 

同左 

────── 
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会計処理方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）が平成16年３月31日に

終了する事業年度に係る財務諸表

から適用できることになったこと

に伴い、当中間会計期間から同会

計基準及び同適用指針を適用して

おります。これにより税引前中間

純利益は90,561千円減少しており

ます。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表規則に

基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

──────  
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度末 
（平成16年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  12,896,971千円   13,393,157千円   13,223,717千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

  担保に供している資産   担保に供している資産   担保に供している資産 

  建物 244,384千円 

土地 737,880千円 

計 982,265千円 

  建物 235,150千円 

土地 737,880千円 

計 973,031千円 

  建物 239,701千円 

土地 737,880千円 

計 977,582千円 

  担保付債務   担保付債務   担保付債務 

  長期借入金 1,300,000千円   長期借入金 1,300,000千円   長期借入金 1,300,000千円 

 ３ 保証債務  ３ 保証債務  ３ 保証債務 

  

（注）上記保証債務は保証先の銀行借

入金等に対するものであります。 

保証先 

保証金額 

外貨額
（千） 

円換算額
（千円） 

山田製薬
㈱ 

－ 188,577 

ミカミ商
事㈱ 

－ 60,000 

香港日華
化学有限
公司 

US$  189 21,026 

HK$ 
4,000 

57,440 

ニッカ 
KOREA 
CO.,LTD. 

WON 
1,300,000 

125,695 

サイアム
テキスタ
イルケミ
カル 
CO.,LTD. 

BAHT  
9,752 

27,130 

徳亜樹脂
股フン有
限公司 

NT$ 
2,500 

8,260 

広州日華
化学有限
公司 

US$ 
1,611 

179,320 

PT.インド
ネシアニ
ッカケミ
カルズ 

US$ 
750 

83,437 

計 － 750,887 

  

（注）上記保証債務は保証先の銀行借

入金等に対するものであります。 

保証先 

保証金額 

外貨額
（千） 

円換算額
（千円） 

山田製薬
㈱ 

－ 94,248

ミカミ商
事㈱ 

－ 60,000

香港日華
化学有限
公司 

US$  189 20,988

HK$ 
3,000 

42,720

ニッカ 
KOREA 
CO.,LTD. 

WON 
1,300,000 

125,322

サイアム
テキスタ
イルケミ
カル 
CO.,LTD. 

BAHT 
424 

1,137

US$ 
114 

12,730

徳亜樹脂
股フン有
限公司 

NT$ 
4,500 

14,719

広州日華
化学有限
公司 

US$ 
650 

72,182

HK$ 
4,000 

56,960

PT.インド
ネシアニ
ッカケミ
カルズ 

US$ 
250 

27,762

浙江日華
化学有限
公司 

RMB 
12,000 

161,008

計 － 689,779

  

（注）上記保証債務は保証先の銀行借

入金等に対するものであります。 

保証先 

保証金額 

外貨額
（千） 

円換算額
（千円） 

山田製薬
㈱ 

－ 158,066

ミカミ商
事㈱ 

－ 60,000

香港日華
化学有限
公司 

US$  189 19,975

HK$ 
4,000 

54,200

ニッカ 
KOREA 
CO.,LTD. 

WON 
1,300,000 

119,252

サイアム
テキスタ
イルケミ
カル 
CO.,LTD. 

BAHT  
3,781 

10,128

徳亜樹脂
股フン有
限公司 

NT$ 
2,500 

8,014

広州日華
化学有限
公司 

US$ 
1,162 

122,898

PT.インド
ネシアニ
ッカケミ
カルズ 

US$ 
500 

52,845

浙江日華
化学有限
公司 

RMB 
1,812 

191,534

計 － 796,914

 ４ 受取手形割引高 19,855千円  ４ 受取手形割引高 5,184千円  ４ ────── 

※５ 消費税等の取扱い ※５ 消費税等の取扱い ※５ ────── 

   仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺のうえ、流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

  同左     
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

  受取利息 9,709千円

受取配当金 59,104千円

  受取利息 7,523千円

受取配当金 38,945千円

為替差益 9,941千円

  受取利息 18,293千円

受取配当金 291,215千円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

  支払利息 51,713千円

為替差損 24,329千円

  支払利息 48,702千円   支払利息 101,483千円

為替差損 50,263千円

 ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額 

  有形固定資産 369,741千円

無形固定資産 25,532千円

計 395,273千円

  有形固定資産 301,981千円

無形固定資産 24,222千円

計 326,204千円

  有形固定資産 753,419千円

無形固定資産 50,081千円

計 803,500千円

※４ 特別利益の主要項目 ※４ 特別利益の主要項目 ※４ 特別利益の主要項目 

  受取補償金 43,000千円

共同開発提携先のアグリ事業撤退に

伴なう補償金であります。 

  固定資産売却益 3,400千円   受取補償金 43,000千円

共同開発提携先のアグリ事業撤退に

伴なう補償金であります。 

※５ 特別損失の主要項目 ※５ 特別損失の主要項目 ※５ 特別損失の主要項目 

  貸倒引当金繰入額 1,440千円

固定資産除却損 10,460千円

固定資産売却損 67,999千円

関係会社整理損 118,443千円

関係会社整理損は、連結子会社であ

る株式会社サンファイバー解散にか

かる損失見込額であり、内訳は次の

とおりであります。 

固定資産評価損  

建物 30,171千円

関係会社株式評価損 1,271千円

貸倒引当金繰入額 87,000千円

計 118,443千円

  

 当中間会計期間において、当社は以

下の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

 当社は、減損会計の適用に当たっ

て、事業の種類別セグメント（工業

用薬剤関連事業、化粧品関連事業、

その他事業）を基礎としてグルーピ

ングし、遊休資産については個々の

資産ごとに、減損の兆候を判定して

おります。 

 地価の著しい下落により減損の兆

候が生じておりました資産グループ

について、将来キャッシュ・フロー

を見積もった結果、その他事業にお

ける資産及び将来使用が見込まれな

い遊休資産について減損認識を行

い、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、90,561千円を減損損失として

特別損失に計上しております。 

 なお、回収可能価額は正味売却価

格により算定しており、不動産鑑定

士より入手した鑑定評価額により評

価しております。また、遊休資産に

ついては、路線価をもとに実勢価格

を加味して評価しております。 

貸倒引当金繰入額 36,435千円

固定資産除却損 25,768千円

ゴルフ会員権評価損 3,300千円

減損損失 90,561千円

    

事業区分 

及び場所 
用途 種類 

その他事業に

おけるアグリ

事業部（福井

県坂井郡坂井

町） 

種子・苗

等の生産
土地 

遊休資産（北

海道寿都郡黒

松内町） 

－ 土地 

  固定資産除却損 16,447千円 

固定資産売却損 70,073千円 

投資有価証券評価損 5,380千円 

役員退職慰労金 4,250千円 

役員退職慰労引当金 170,070千円 

特許実施許諾契約解

約損 
54,468千円 

関係会社整理損 102,443千円 

関係会社整理損は、連結子会社であ

る株式会社サンファイバー解散にか

かる損失見込額であり、内訳は次の

とおりであります。 

固定資産評価損  
建物 30,171千円 

関係会社株式評価損 1,271千円 

貸倒引当金繰入額 71,000千円 

計 102,443千円 
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① リース取引 

② 有価証券 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価格
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

車両運搬具 54,886 40,034 14,851 

その他 254,214 173,108 81,106 

合計 309,100 213,142 95,958 

  
取得価格
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

車両運搬具 29,208 19,567 9,641

その他 240,584 189,346 51,237

合計 269,792 208,913 60,878

取得価格
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

車両運搬具 43,190 30,462 12,727

その他 250,053 195,765 54,287

合計 293,244 226,228 67,015

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）      同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 59,574千円

１年超 36,383千円

合計 95,958千円

１年内 34,382千円

１年超 26,496千円

合計 60,878千円

１年内 50,216千円

１年超 16,798千円

合計 67,015千円

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 33,300千円

減価償却費相当額 33,300千円

支払リース料 26,832千円

減価償却費相当額 26,832千円

支払リース料 62,351千円

減価償却費相当額 62,351千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

（その他） 

 平成16年11月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ） 中間配当総額          52,888千円 

（ロ） 1株あたりの額            ３ 円 

（ハ） 中間配当支払開始日    平成16年12月13日 

（注）平成16年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１株当たり純資産額 

535円85銭 

１株当たり純資産額 

544円21銭 

１株当たり純資産額 

546円57銭 

１株当たり中間純利益 

3円04銭 

１株当たり中間純利益 

４円20銭 

１株当たり当期純利益 

13円20銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため、記載しておりませ

ん。 

  
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

中間（当期）純利益（千円） 53,675 74,015  252,267 

普通株主に帰属しない金額(千円) － －  19,600  

（うち利益処分による役員賞与

金） 
－ － (19,600) 

普通株式に係る中間（当期）純利

益（千円） 
53,675 74,015  232,667 

期中平均株式数（千株） 17,633 17,629  17,632  

- 個 13 -


